
令和３年度 沖縄市住宅リフォーム支援事業補助金のお知らせ

住宅リフォームやブロック塀等撤去工事をご検討の皆様へ

令和３年度も市から補助金が交付されます。

補助対象となる補助率・補助対象工事

6月28日（月）より受付開始

沖縄市では、経済対策及び良質な住宅ストックの形成を図る事を目的として、リフォーム経費の一部を補助します。

①バリアフリー工事
通路等の拡幅、階段勾配の緩和、浴室・便所改良、段差解消、

手すりの設置、出入口戸の改良、滑りにくい床材料への改修等

住宅リフォームとは、家屋の修繕、補修、模様替えを行うことにより、住宅の機能維持、又は機能向上を図るための工事をいいます。

住宅リフォームとは、家屋の修繕、補修、模様替えを行うことにより、住宅の機能維持、又は機能向上を図るための工事をいいます。

③空き家の改修工事
既存住戸内の間取りを変更する工事、台所・浴室・洗面所又は

便所の改修、給排水・電気又はガス設備の改修、屋根・外壁な

どの外装改修等

④耐久性などを向上させる改修工事
柱・梁等主要構造物等の剥離したコンクリートの除去又は

補修、柱・梁・壁等の補強、居室の屋上部への防水補強等

⑤子育て支援改修等工事
子どもの事故防止・防犯に資する改修等

②省エネ工事
窓、床、天井、壁、屋根の断熱工事等

※子育て世帯のみ

⑥テレワークの推進改修等工事
室内空間にテレワークスペースを設置する工事等

（1）バリアフリー・省エネ等工事

（1）住宅リフォーム工事

補助率20％相当分＋補助率5％上乗せ分

 （上限25万円）

●20万円以上の工事が対象となります。

●補助金額は対象工事費総額の20％相当分で、

　上限20万円になります。

　なお、対象条件によって、補助率5％上乗せし、

　上限25万円となります。  

（2）ブロック塀等撤去工事
●通学区域内の道路に面するブロック塀等撤去工事に対して、

　定額の補助金額又は、撤去工事費の3分の2（上限20万円）の

　いずれか低い金額が補助となります。

⑦老朽化、災害等による住宅の修繕・補修工事

⑧下水道接続工事

⑨外構工事及び駐車場工事(全体工事費の5割以下)

（2）その他該当する工事

補助率20％（上限20万円）

⑩ブロック塀等撤去工事（3）ブロック塀等撤去工事

◆注意事項

(A)ブロック塀等の延べ長さ×12,000円(基礎なし)

　 ブロック塀等の延べ長さ×19,000円(基礎あり) 

(B)撤去工事費×3分の2(上限20万円）

※(A)､(B)のいずれか低い額が補助されます。

◆上記１、２の補助対象とは別に加算されます。

①工事を始める前に申請する必要があります。 ※工事中・完了している場合、対象となりません。

②予算が無くなり次第、お申し込みは終了となります。

③工事内容を十分理解する上で、２社以上から見積もりを取ることをお勧めします。 
　なお、工事　契約の際は、申請者本人が十分に納得した上で契約してください。

通学区域内の道路に面する高さ1.2メートルを超える

ブロック塀等撤去工事が対象となります。

※当該ブロック塀等の高さ1.2メートル以下まで全て撤去

　又は一部撤去する工事が条件となります。　
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補 助 対 象 条 件

～ 補 助 金 交 付 ま で の お も な 流 れ ～

補助交付申請

詳しくは右記の窓口まで

問い合わせください。

当事業は国及び県の補助金を活用しています。  
●「社会資本整備総合交付金」　●「沖縄県住宅リフォーム市町村支援事業」

※補助対象は令和4年2月25日（金）までに完了報告ができる工事です。

お 申 込 み 先／ 沖縄市役所　市営住宅課（住宅担当：６階）

お問い合わせ／ TEL.098-894-6139（直通）　FAX.098-934-3854

住宅リフォーム

補

助

対

象

者

ブロック塀等撤去工事

①沖縄市に住民登録し、現に居住する者

　又は、リフォーム工事完了後、対象住宅に居住する者

②市税等を滞納していない者

③対象工事について、他の制度による補助または扶助

　を受けていない者

④申請については年度1回限りとなります。

※前年度の補助金交付確定通知日から6ヶ月以上経過
　していないものは対象外となります。

①ブロック塀等が所在する土地の所有者

　又は、当該ブロック塀等を管理する者

※地所有者と補助対象者が同一でない場合は、同意書を
　得て、その代表者一人が補助対象となります。

②市税等を滞納していない者

③対象工事について、他の制度による補助または扶助

　を受けていない者

④申請については年度1回限りとなります。

対

象

住

宅

沖縄市内の住宅で補助対象者が所有する住宅、又は所

有者が工事を承諾する住宅

※共同住宅については住居専有部分が補助の対象で

　す。賃貸住宅は家主からの申請は出来ませんのでご

　了承ください。

ブロック塀等撤去工事の対象は建物に付属するもの

かどうか問わず、補助の対象となります。

対

象

条

件

①総工事費が20万円以上の工事

②沖縄市に本社がある法人、又は沖縄市に事務所を有

　し住民登録している個人が行う工事

●市営住宅課窓口に交付申請書とその他添付書類（見積書、写真、税証明等）を提出してください。

～申請前の留意事項～

①工事内容の検討（どこを、どのように工事するのか）

②見積内容を検討（2社以上の見積もりを比較することで検討が容易になります。）

①通学区域内の道路に面する高さ1.2メートルを超え

　るブロック塀等撤去工事

②沖縄市に本社がある法人、又は沖縄市に事務所を有

　し住民登録している個人が行う工事

実績完了報告
●補助金交付決定通知書が届き次第、工事を始めてください。(工事着手届、契約書提出)

●工事完了後、実績報告書とその他添付書類を揃えて、提出してください。(工事中・完了写真、工事代金領収書の写し等)

※補助金の増額はありませんので、ご了承ください。

※工事中・完了の写真がない場合、補助金の交付ができないことがあります。

補助金交付請求
●補助金交付確定通知書が届き次第、市営住宅課窓口に請求書を提出してください。

※請求書を受理して30日以内の補助金の交付になります。

設備（備品）の購入や設置を目的とした工事、住宅本体以外に係る工事は原則、対象になりません。

◇設備機器のみの設置、事務所、店舗、倉庫等は同等に対象外となります。

補助金交付確定通知書が届き次第、市営住宅課窓口に請求書を提出してください。

注意点
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